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．はじめに











の 海外派遣 や現地人（ ）の登用、すなわち 現地化 を巡るも
のが多かった（古沢 ・ ）。
海外派遣については、古くは （ ）及び
（ ）が、その目的として、現地人に適任者がいない場合の ポジションの補充 、異文
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的・技術的能力に偏重した 選抜基準 と 異文化適応研修 の不足に起因する 派遣の失
敗 （任期満了前の帰国や解任）が多くの研究で論じられてきた（ ・ ・
）。また、 （ ）は、現地赴任後
の施策に着目し、先行研究を総括して フォローアップ研修 が不十分であることを報告し
ている。さらに、 （ ）や （ ）、









他方、現地化に際する懸念材料として、 （ ）は 専門的・経営
的能力の不足により子会社の業績が低下する恐れ 本社からのコントロールの困難さ や
本社従業員とのネットワークを欠く可能性とコミュニケーションの難しさ 、さらには
本国人のキャリア機会の減少 などを提示しているが、それらは現地人の 能力不足 に
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職率といった問題の存在が明らかにされてきた（今田・園田 鈴木 馬 な
ど）。第 の 本社との関係性 については、 （ ）が、
（ ）及び （ ）のモデルで示された 現地志向
（ ）の人材配置は、 本社─子会社 間の活動の調整を困難にすることを述べて




























が相対的に小さい欧州域内では 本国志向 （ ）の人的資源管理が適しており、現実に多くの
欧州多国籍企業がそれを採用していることを論じている。

























（ ）は、 と の差異として次の 点を挙げている。第 は 国
際移動のイニシアチブ である。 については、企業が移動の主導権を有するのに対し
て、 は自らの意思で出国を選択した人々である。第 の差異は 移動の目的 で、
の場合は海外子会社の管理や技術移転など多国籍企業の本社従業員としての任務遂行
が中心となるが、 の目的はキャリアアップ・収入増、異文化体験、国際結婚など拡散
的である（ ）。第 は 移動に関わる費用負担 で、 に関し
ては企業が費用を負担し、駐在員としてのフリンジ・ベネフィットを享受するのが通常であ




る。それゆえ、そのキャリアタイプは 組織横断的キャリア （ ）や
変幻自在のキャリア （ ）として特徴づけられる（
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多国籍企業における 人的資源 としての の魅力
次に、多国籍企業における人的資源としての の魅力について、上記同様、 と
の対比から整理しておこう。第 に は多くの場合ローカル従業員として雇用されるの
で、 に比して 人件費が低廉 であるという点が挙げられる（
）。第 は 異文化への強い関心 と 長期の海外滞在の




プールとして貴重であると言える（ ）。そして、第 に バウンダリー・ス
パナー （ ）としての期待がある。本文脈における バウンダリー・スパ
ナー とは、本社所在国の文化と現地の文化の橋渡し役を意味し、複数の文化的スキーマの
内面化と複数の言語能力の保有がその共通要件となる（林 古沢









較的多い 香港 シンガポール タイ 中国 における状況を取り上げる。
）このほか、 （ ）や （ ）、
（ ）によれば、 は概して、 に比べ年齢が若く、女性が多いという。なお、
（ ）は、 における高い女性比率が に グラス・シーリング が存在することの裏返しであ
る旨を指摘している。





することはできない。ちなみに、同統計（平成 年速報版）によれば、在留邦人総数は 万 人で、
















（酒井 ・ ・ ）。








































タイの日系企業は、日本人駐在員に不足している タイ語能力 、あるいは タイ人との
仕事経験 を有した即戦力の日本人を求めていると言われる（井戸 横田 斉
藤 齋藤 ）。また、近年では日系企業との取引拡大を望む欧米系や地場企業等か
らの求人も増加傾向にあるとのことである。一方、日本人の求職者は、 元駐在員の ター
ン のほか、 配偶者・パートナーがタイ人 である者、さらには キャリアアップ・自己




職が ％で最も多く、課長が ％となっているが、男女間で差異があり、女性は 割が一
般職である。他方、月給は 万バーツ ）が ％、 万バーツが ％、
万 ％、 万以上 ％となっている。また、 ボーナスなし が ％に達し、諸手
当は殆ど支給されておらず、賃金や福利厚生に 不満 と回答した現地採用者が約半数に上
ることが示されている。しかし、現地法人のトップに登用され、駐在員級の処遇を受ける事
例も、僅かながらあるという。なお、今後のタイでの滞在予定については 未定 が ％





） 年 月 日時点の為替レートによると、 シンガポールドル 約 円である。

































ある。また、歴史的に見ても、 日本人の現地採用者 で経営幹部（ 以上）まで昇
進した例は極めて少数とのことであった。日系進出企業に勤める現地採用日本人の不満は、
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年 月 日号）には、 業種 自動車部品メーカー、職種 生産管理、月給 米ドル
、通勤車・医療保険支給、英語必須 業種 建築、職種 総務・秘書、月給
































に際しては、議論の便宜上、 （ ）のように、 と の差異を
永住権 の有無に求めるといった視点も必要となろう。こうした中、本論文においては、
本国人の 現地採用者 は、実態として永住権の取得者・未取得者の双方を包含しているこ
とから、上で述べた永住権を保持していない 狭義の と永住権を有する を
合わせたカテゴリー（ 広義の ）として認識する概念的な枠組みを提示しておきたい ）。
．おわりに
本論文では、海外派遣を巡る諸問題と現地化の難しさが顕在化する中、多国籍企業の新た






には、 に比して 低廉な人件費 という魅力があるほか、本国文化とホスト国文化を
架橋する バウンダリー・スパナー としての活躍も期待できよう。
は従来型の 本国人 現地人 第三国籍人 といった人材区分（












源管理には 現地化の遅れ 、 現地人従業員に対するグローバルなキャリア機会の欠如
（第 のグラス・シーリング 古沢 ・ ）に続く、 第 のグラス・シーリング













本論文は、平成 年度 大阪商業大学研究奨励助成費 による研究成果の一部である。今後はさ
らなる文献研究・ヒアリング調査に注力するとともに、各国の日系進出企業及びそこに勤務する
現地採用日本人の双方に対するアンケート調査を実施し、研究の深耕を図る予定である。
）西田氏については、長田（ ）、 （ ％ ％
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 年 月 日アクセス）などを参照された
い。
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